
福 祉 保 険 費



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

210 地 域 福 祉 推 進 費 3,246,659 3,114,021 福祉の充実［「令和元年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

福 祉 医 療 部 国 1,341,807 １ 福祉・介護サービスの人材の育成と定着 48,358千円

企 画 管 理 室 負 18,578
事 業 名 金 額 内 容

地 域 福 祉 課 使 10,289

長 寿 ・ 福 祉 人 材 手 736 千円

福祉・介護人材確保 新規認証事業所数 74事業所
確 保 対 策 課 財 6,823

協 働 連 携 事 業 7,450 福祉・介護の魅力を情報発信するため、進路選択を意識し始める中学１
寄 500

[ 地 域 医 療 介 護 ] 年生を対象に、情報誌「ｃａｒｅ Ｊｒ．」を作成・配付
繰 124,538

諸 21,001

㊀ 1,589,749 福祉・介護従事者の定着、参入促進など総合的な福祉人材確保策を実施

翌年度へ繰越 出張相談等による求職者ニーズ及び事業所訪問による求人ニーズの把
福 祉 ・ 介 護 人 材

4,840 握を行い、マッチングを実施
参 入 促 進 事 業 27,000

出張相談件数 118件
[ 地 域 医 療 介 護 ]

高校生や大学生等を対象とした職場見学ツアーや職場体験を実施

参加者数 275名

福祉・介護事業所認証制度の運用

認証事業所数 86法人 456事業所

認証取得を目指す事業所への支援を実施

福 祉 ･ 介 護 事 業 所 「認証制度チャレンジ事業所」として小規模事業所が行う制度構築や

認証制度運営事業 13,908 計画策定等を支援

[ 地 域 医 療 介 護 ] 福祉・介護事業所認証制度広報事業

認証マークの活用やパンフレット等による広報展開、県内大学等にお

けるＰＲを実施

大学キャラバン実施校 奈良女子大学、天理大学、奈良佐保短期大学

２ 県民誰もが地域で安心して暮らすための施策の充実 168,048千円

事 業 名 金 額 内 容

受動喫煙防止対策 千円 受動喫煙を防止するため、県有集客施設において景観に配慮した喫煙場
3,005

施 設 整 備 事 業 所を設置

奈良県災害福祉支援 災害時に福祉人材の派遣等を機動的に行うため、災害福祉支援チームの
1,128

ネットワーク構築事業 創設に必要な研修を実施

市町村における地域福祉計画の策定や地域の生活課題の発見・解決に向

けた仕組みづくりを支援

県 域 に お け る 策定支援講座等の開催 年３回
2,649

地 域 福 祉 推 進 事 業 現地支援の実施 奈良市、田原本町、吉野町

コミュニティソーシャルワーカーの実践研修を実施

研修受講者数 109名



民生委員・児童委員に対して、活動を円滑に実施するため研修等を実施

民生委員活動への負担金、民生委員研修会開催事業への補助
民生児童委員活動費 155,600

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

研修受講者数（名） 2,465 1,273 1,249

障害者、高齢者、妊産婦等移動に配慮が必要な方を対象に、車いす駐車

場等の利用証を交付し、当該駐車区画の利用を促進
奈良県おもいやり

利用証発行枚数 3,129枚（令和元年度新規分 743枚）
駐車場制度推進事業 5,136

設置駐車区画数
[一部福祉のまちづくり]

車いす優先駐車区画 761区画（令和元年度新規分 10区画）

ゆずりあい駐車区画 734区画（令和元年度新規分 58区画）

出所者の就労の場づくりや、出所者の就労と社会的対応力の獲得を一体
出 所 者 更 生 支 援

530 的に支援する条例の制定
推 進 事 業

奈良県更生支援のあり方検討会の開催 年２回 有識者等 15名

３ 生活・就労・住宅等の支援 97,773千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 生活困窮者等に対する自立に向けた相談支援を実施

中和・吉野生活自立サポートセンターの運営

支援員の配置 ７名 新規相談支援件数 330件

県内11市との協定に基づく就労準備支援の広域実施

就労準備支援事業利用者数 39名

認定就労訓練事業所の開拓
生 活 困 窮 者 自 立

77,570 認定事業所数 28事業所
支 援 対 策 事 業

生活保護受給者への就労に向けた支援を実施

被保護者就労支援員の配置 ３名

離職により住居を失った生活困窮者に対し家賃相当額を有期で給付

住居確保給付金支給実績 延べ10件 330千円

生活困窮者の家計に関する課題解決に向けた支援を実施

家計相談支援事業利用者数 ３名

生活保護世帯及び生活困窮世帯の子どもの生活・学習支援を実施

はばたき教室を運営 参加者数 37名（中学生30名、高校生７名）

地域型生活・学習支援教室を開催
生 活 困 窮 世 帯 の

支援を必要とする子どもの世帯への訪問支援を実施
子 ど も の 「 心 と 20,203

実施地域 ８町村（斑鳩町、川西町、三宅町、御杖村、高取町、
学び」サポート事業

上牧町、広陵町、大淀町）

生活保護世帯等の中学生等に対する生活面、学習面の支援を実施

就学支援員の配置 １名



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

４ 介護人材の確保及び介護保険制度の着実な運営 898,858千円

事 業 名 金 額 内 容

障害福祉人材育成研修 千円

適切にたん吸引等の医療的ケアを行うことができる介護職員等を養成
及 び た ん 吸 引 等

10,238 指導者養成講習への参加者数 23名
研 修 事 業

施設等職員の研修受講者数 39名
[一部地域医療介護]

介 護人 材 確 保対 策 市町村及び民間団体が実施する多様な人材の参入促進、資質向上、労働

推 進 補 助 事 業 39,685 環境・処遇改善などの介護人材確保に向けた取組に対し補助

[ 地 域 医 療 介 護 ] 補助件数 42件

介 護 職 員 初 任 者 初任段階の介護職員等が質の高い介護サービスを提供する担い手となる

研修支援補助事業 10,873 よう介護職員初任者研修受講に要する経費に対し補助

[ 地 域 医 療 介 護 ] 補助件数 16件

介護職員の資質向上と介護事業所におけるＯＪＴの推進を図るため、
介護キャリア段位

「介護プロフェッショナルキャリア段位制度」のアセッサー（評価者）
制度普及促進補助事業 160

講習受講に要する経費に対し補助
[ 地 域 医 療 介 護 ]

補助件数 ５件

奈良県地域医療介護
地域における医療及び介護の総合的な確保を図る取組を推進するための

総合確保基金積立金 834,718
基金（介護分）の積立て

（ 介 護 分 ）

介護人材の確保を図るため、意欲のある中高年や外国人留学生の介護施

設への就労を支援

介護分野への多様な人 シニア世代の介護のお仕事入門研修の実施

材参入促進支援事業 3,184 受講者数 36名

[ 地 域 医 療 介 護 ] 介護福祉士養成施設に入学する外国人留学生に入学準備金等を貸与す

る県内の介護施設に対し貸付け

補助件数 １件



５ 高齢者の生きがいづくりの推進 29,076千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 高齢者のスポーツ・文化活動の「励み」や「発表の場」となるスポーツ

文化交流大会及び高齢者を中心に多世代の交流を目的とする当日参加可

能なイベントからなる「ならシニア元気フェスタ」を開催
な ら シ ニ ア 元 気

開 催 日 令和元年５月11日・12日
フ ェス タ 開 催事 業 6,620

会 場 県立橿原公苑ほか
[ 一 部 長 寿 社 会 ]

競技種目 22種目（スポーツ 19種目、文化 ３種目）

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

ならシニア元気フェスタ参加者総数（名） 2,368 2,638 2,628

高齢者の生きがいと健康づくりの推進のため、（福）奈良県社会福祉協

議会が実施する事業に対し補助
長寿社会推進事業

22,456 情報誌の発行 年４回 8,000部／回
[ 一 部 長 寿 社 会 ]

高齢者美術展 令和元年８月30日～９月４日

全国健康福祉祭（和歌山県）への派遣 令和元年11月９日～12日

６ 地域医療の充実

事 業 名 金 額 内 容

奈良県地域医療介護 千円

地域における医療及び介護の総合的な確保を図る取組を推進するための
総合確保基金積立金 618,137

基金（医療分）の積立て
（ 医 療 分 ）

７ 福祉行政事務処理体制の強化

事 業 名 金 額 内 容

千円 障害福祉サービス事業所等の指定事務、介護保険事業所等の指定事務、

定 型 的 業 務 の 介護支援専門員等の資格管理事務等の一部を外部委託することにより、
37,730

外 部 委 託 化 の推 進 事務の効率化を進め事業所等指定体制を強化

委託期間 平成30年10月１日～令和３年９月30日



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

地域医療の総合マネジメント・地域包括ケアの充実［「令和元年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

地域包括ケアシステムの構築

事 業 名 金 額 内 容

千円 認知症の本人や家族への支援体制を強化するための研修を実施

認知症サポート医養成研修 修了者数 ９名

かかりつけ医認知症対応力向上研修 修了者数 83名

病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修 修了者数 75名

歯科医師向け認知症対応力向上研修 修了者数 58名

薬剤師向け認知症対応力向上研修 修了者数 92名

看護職員向け認知症対応力向上研修 修了者数 71名

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

認知症介護人材養成 認知症サポート医養成研修修了者数（名） 86 103 112

・支援体制強化事業 介護職員等を対象に認知症介護に関する専門性向上のための研修を実施
8,838

[一部地域包括ケア] 認知症介護実践者研修 修了者数 184名

[一部地域医療介護] 認知症介護実践リーダー研修 修了者数 41名

認知症対応型サービス事業開設者研修 修了者数 ６名

認知症対応型サービス事業管理者研修 修了者数 47名

小規模多機能サービス等計画作成担当者研修 修了者数 19名

認知症介護指導者養成研修 修了者数 ４名

認知症介護指導者フォローアップ研修 修了者数 ２名

認知症介護基礎研修 修了者数 120名

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

認知症介護に関する研修修了者数（名） 566 557 423

214 生 活 保 護 総 務 費 69,704 63,919 福祉の充実［「令和元年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

(地 域 福 祉 課) 国 32,720 １ 地域福祉の推進

㊀ 31,199
事 業 名 金 額 内 容

生 活 保 護 受 給 者 千円 被保護者への保健指導を行うため、レセプトデータを分析し、「糖尿病
3,080

健 康 管 理 支 援事 業 重症化予防対象者リスト」を作成

216 扶 助 費 5,883,072 5,698,027 【生活保護に関する参考指標】
(各年度平均)

(地 域 福 祉 課) 国 4,041,307
被 保 護 世 帯 及 び 人 員 の 数

㊀ 1,656,720
区 分 29年度 30年度 元年度

世 帯 人 員 世 帯 人 員 世 帯 人 員

郡部 2,568世帯 3,484名 2,557世帯 3,428名 2,522世帯 3,351名

市部（十津川村を含む） 12,504世帯 17,054名 12,396世帯 16,732名 12,164世帯 16,261名

合計 15,072世帯 20,538名 14,953世帯 20,160名 14,686世帯 19,612名

「福祉行政報告例」



２ 低所得者及び住所不明者の援護

事 業 名 金 額 内 容

千円 生活困窮者の最低生活を保障するための必要な保護の実施

住所不明の被保護者に係る市村支弁経費の1／4を補助等
生 活保 護 費 の支 給 5,583,830

生活保護費 5,396,568千円

生活保護法第73条県負担金 187,262千円

216 障 害 福 祉 対 策 費 12,301,168 12,006,482 【障害者（児）福祉施策に関する参考指標】

(障 害 福 祉 課) 国 830,546 身体障害者手帳交付状況 (令和２年３月31日現在)

負 1,890 区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 計

寄 516 名 名 名 名 名 名 名

視 覚 1,528( 11) 1,329( 8) 310( 6) 427( 5) 683( 4) 395( 1) 4,672( 35)
繰 280,982

聴 覚 平 衡 機 能 469( 3) 1,278( 78) 808( 29) 1,374( 12) 31( 0) 2,222( 55) 6,182( 177)
越 32

言語そしゃく機能 24( 0) 38( 0) 389( 0) 217( 6) － － 668( 6)
諸 115,824

肢 体 不 自 由 5,615(327) 5,868(110) 6,847( 50) 10,063( 38) 3,815( 26) 1,783( 8) 33,991( 559)
起 1,552,600

内 部 機 能 10,636(103) 317( 3) 3,120( 70) 4,755( 50) － － 18,828( 226)
㊀ 9,224,092

計 18,272(444) 8,830(199) 11,474(155) 16,836(111) 4,529( 30) 4,400( 64) 64,341(1,003)
前年度繰越分 前年度繰越分

（注）（ ）内は、18歳未満児で内数 「障害福祉課調べ」
204,996 204,996

療育手帳交付状況 (令和２年３月31日現在)
当該年度分 当該年度分

区 分 Ａ（重度） Ｂ（中軽度） 計
12,096,172 11,801,486

18 歳 未 満 934名 2,898名 3,832名
翌年度へ繰越

18 歳 以 上 4,650名 4,650名 9,300名
177,002

計 5,584名 7,548名 13,132名

「障害福祉課調べ」

障害者（児）福祉施設の状況 (令和２年３月31日現在)

区 分 障害者支援施設 障害児施設 計

施 設 数 32カ所 9カ所 41カ所

定 員 1,710名 542名 2,252名

利 用 人 員 1,542名 144名 1,686名

「障害福祉課調べ」

３ 地域で安心してくらし、働ける体制の整備

事 業 名 金 額 内 容

千円 各圏域に圏域マネージャーを配置して、圏域内の相談支援事業所及び地

障 害 者 相 談 支 援 域自立支援協議会への助言指導を実施
16,878

体 制 整 備 事 業 成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

地域自立支援協議会設置市町村割合（％） 98 98 98



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

４ 地域生活基盤の整備 7,916,990千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 居宅介護、行動援護、同行援護、重度訪問介護、重度障害者等包括支援、

短期入所、療養介護、生活介護、施設入所支援、

就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）、自立訓練、就労移行支援、

就労定着支援、共同生活援助、計画相談支援、地域移行支援、
障 害 者 自 立 支 援

6,550,468 地域定着支援
給 付 事 業

上記の事業について市町村が指定事業所に給付する費用の県負担

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

障害者自立支援給付事業指定事業者数

（事業者） 2,187 2,230 2,276

障害者の自立と社会参加促進を目的とする市町村事業に対し補助
市 町 村 地 域 生 活

251,502 成 果 指 標 29年度 30年度 元年度
支 援 事 業

市町村実施事業数（事業） 38 38 38

障害者グループホーム 障害者グループホーム等の整備に対し補助
3,483

等 整 備 補 助 事 業 補助先 （株）常祐院

障害福祉サービス事業所の整備に対し補助

障 害 者 福 祉 施 設 補助先 （福）萌、（福）五條市あすなろ福祉会、（福）なら桜桃会、
486,795

整 備 補 助 事 業 （福）大和高田育成福祉会、（福）綜合施設美吉野園、

（福）愛の集い学園、（福）バルツァ事業会、（福）朱鳥会

18歳以上の身体障害者手帳所持者が障害の程度を軽減もしくは改善する
障害者医療給付事業 535,126

医療を受けた場合に市町村が行う医療給付に対する県負担

発達障害者支援センターの運営

設置場所 奈良県障害者総合支援センター

発達障害者地域支援マネージャーの設置

理解を促進するための研修会の開催
発達障害者支援事業 50,492

家族支援体制の整備

ペアレントメンターの養成

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

相談件数（件） 3,707 3,958 4,320



障害者総合支援セ 病気や事故により脳に障害を受け、日常生活に大きな支障のある高次脳

ンター、県営福祉パー 機能障害者への支援

ク及び福祉住宅体験 高次脳機能障害支援センターの運営
18,509

館 管 理 事 業 成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

（ 高次 脳 機 能障 害 高次脳機能障害支援センターへの相談件数

支援センター分） （件） 3,016 2,880 2,874

重症心身障害児（者）ケアの充実に向けた支援

在宅重症心身障害児（者）支援のための医療ネットワーク構築会議の

運営
医 療 的 ケ ア 児 等

6,749 保護者の介護負担を軽減するため、地域医療機関の体制を整備
支 援 推 進 事 業

福祉と医療の両面から支援を総合調整する人材の育成

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

医療ネットワーク構築会議参画数（機関） 22 22 22

障害児が身近な地域で質の高い療育を受けられる体制づくりを目指し、

障害児地域療育体制 地域療育機関の連携強化と専門的・広域的な指導・支援を実施
7,684

整 備 事 業 成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

地域療育機関への指導・支援件数（件） 34 41 27

一般の歯科医院での診察が困難な障害のある人の診療を行うため、診療
心身障害者歯科衛生

機器の更新、整備を実施
診療所設備整備事業 6,182

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度
[ 地 域 医 療 介 護 ]

歯科衛生診療所診療件数（件） 2,373 2,281 2,265

５ 障害者の就労と社会参加促進 42,377千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 障害者が気軽に参加できる軽スポーツイベントとして、グラウンド・ゴ

ルフやターゲットボッチャ等の障害者軽スポーツ大会を開催

障害者スポーツボランティア人材養成のための講座を開催
障 害 者 ス ポ ー ツ

1,353 市町村が障害者スポーツイベント等を行う際に必要となる障害者スポー
交 流 事 業

ツ器具の整備・貸出し

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

障害者軽スポーツイベント参加者数（名） － － 128



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

千円 障害のある人とない人が共に理解しあい、支えあう地域社会を構築する

ための県民参加型の運動として、まほろば「あいサポート運動」を推進
まほろば「あいサポ

806 成 果 指 標 29年度 30年度 元年度
ート運動」推進事業

まほろば「あいサポーター」登録者数

（名） 19,518 21,737 23,937

企業との連携強化や地域での障害者就労への取組強化により、就労に向

けた一体的な支援体制を構築

障害者就業・生活支援センターの運営 ５圏域に各１カ所

就労連携コーディネーターの配置
な ら 障 害 者

32,988 奈良県障害者政策推進トップフォーラムの開催 令和元年９月２日
「はたらく」推進事業

障害者はたらく応援団ならの運営

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

「障害者はたらく応援団なら」登録企業数

（企業） 48 49 52

農業に関する専門家を障害者就労施設へ派遣 ３事業所 12回派遣

農福連携フェスタの開催
農 福 連 携 推 進 事 業 7,230

開 催 日 令和２年１月25日・26日 参加事業所等 延べ35事業所等

開催場所 イオンモール大和郡山

６ 施設訓練等の支援

事 業 名 金 額 内 容

千円 障害児支援のための施設訓練給付等負担金
障害児施設運営費 337,003

対象施設 愛の集い学園外８施設

226 医 療 保 険 対 策 費 33,681,300 33,665,859 【国民健康保険事業に関する参考指標】
(令和２年３月31日現在)

(医 療 保 険 課) 国 81,322
保険者数 保険給付状況（令和元年度診療分）

負 67,000 被 保 険 保険料（税）
総 市 組 世 帯 数

財 745 加入割合 者 数 加入割合 その他の 調 定 額
町 （平均） 給 付 額 計

㊀ 33,516,792 （平均） 給 付 額 (令和元年度)
数 村 合

世帯 ％ 名 ％ 千円 千円 千円 千円

41 39 2 192,087 32.13 311,844 23.51 98,289,342 81,450 98,370,792 35,807,114

「国民健康保険事業状況報告」



【後期高齢者医療制度に関する参考指標】
(令和２年３月31日現在)

被保険者数 保険給付状況
保険料調定額

65～74歳 75歳以上 療養給付費 療養費等 計
名 名 名 千円 千円 千円 千円

212,555 3,253 209,302 174,326,031 10,352,216 184,678,247 16,425,240

「後期高齢者医療事業状況報告」

地域医療の総合マネジメント・地域包括ケアの充実［「令和元年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

１ 国民健康保険対策 12,705,428千円

事 業 名 金 額 内 容

国 民 健 康 保 険 千円 国民健康保険の財政の安定化を図るため、保険給付費等の９％相当を繰
6,832,222

事業費特別会計繰出金 出し

高額な医療の発生による国保財政の急激な影響の緩和を図るための負担
国 民 健 康 保 険

967,666 金を繰出し
高額医療費負担事業

対象医療費 80万円超

国 民 健 康 保 険
市町村国保が生活習慣病対策のための特定健診等を実施する費用に対す

特定健康診査・特定 164,900
る負担金を繰出し

保健指導負担金事業

国 民 健 康 保 険

事業費特別会計一般 13,728 県が保険者として業務を行う際に必要となる事務費等を繰出し

管 理 費 等 繰 出 金

国保の基盤安定を図るための軽減保険料（税）に対する負担金
国 民 健 康 保 険

4,726,912 保険基盤安定化事業 4,015,935千円
基 盤 安 定 化 事 業

保険者支援事業 710,977千円

２ 医療費適正化の推進

事 業 名 金 額 内 容

千円 関係機関と連携して、第３期医療費適正化計画に定める目標の達成に向

けた取組を実施

医薬品適正使用促進地域協議会の開催
医療費適正化推進事業 1,068

大和高田市 ３回 橿原市 ２回 桜井市 ４回

後発医薬品の使用促進に向けた個別医療機関への働きかけ

医療費分析に向けた専門機関との協定締結



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

３ 後期高齢者医療対策 18,193,805千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 高齢者の医療の確保に関する法律に基づく後期高齢者（75歳以上及び65

後 期 高 齢 者 医 療 歳以上の政令で定める障害のある者）の医療費等の給付に対する負担金
15,518,833

給 付 事 業 定率公費負担 14,526,068千円

80万円超の高額医療費の公費負担 992,765千円

後期高齢者医療保険
2,473,227 低所得者に対する保険料の軽減分を公費負担

基 盤 安 定 化 事 業

後期高齢者医療財政 保険料の収納不足や見込み以上の医療給付費の増加等に対応するための
201,745

安 定 化 基 金 事 業 基金の積立て

４ 福祉医療対策 2,660,916千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 対象 ０歳～中学生

子ども医療費助成事業 1,280,289 成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

受給者数（名） 140,055 138,127 135,505

対象 １歳以上の心身障害者で後期高齢者医療制度非加入者
心 身 障 害 者

643,984 成 果 指 標 29年度 30年度 元年度
医 療 費 助 成 事 業

受給者数（名） 11,092 11,006 11,059

対象 ひとり親家庭の親等と18歳到達後最初の３月31日までの児童
ひ と り 親 家 庭 等

289,158 成 果 指 標 29年度 30年度 元年度
医 療 費 助 成 事 業

受給者数（名） 26,114 25,250 25,313

対象 後期高齢者医療制度に加入の心身障害者又はひとり親家庭の親等
重度心身障害老人

447,485 成 果 指 標 29年度 30年度 元年度
等 医療 費 助 成事 業

受給者数（名） 11,718 11,650 11,733



228 介 護 保 険 対 策 費 19,421,752 18,975,495 【高齢者福祉対策に関する参考指標】

(介 護 保 険 課) 国 12,176 高齢者の現況 (令和元年10月１日現在)

財 786 県 人 口 高 齢 者 人 口（県人口に占める割合）

繰 890,512 65歳以上 412,882名 （31.01％）
1,331,330名

越 8,700 75歳以上 212,624名 （15.97％）

起 186,800 「統計分析課調べ」
要介護（要支援）認定者数 (令和２年３月31日現在)

㊀ 17,876,521
区 分 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

前年度繰越分 前年度繰越分
第１号被保険者 10,558名 13,468名 13,025名 14,367名 10,624名 9,001名 5,883名 76,926名

263,000 131,500
第２号被保険者 129名 221名 194名 320名 173名 163名 173名 1,373名

当該年度分 当該年度分
総 数 10,687名 13,689名 13,219名 14,687名 10,797名 9,164名 6,056名 78,299名

19,158,752 18,843,995
「介護保険課調べ」

翌年度へ繰越
入所施設及び通所・利用施設の現況 (令和２年３月31日現在)

264,148
介 護 老 人 高 齢 者

介 護 老 人 介護療養型 養 護 軽 費 有 料
区 分 福 祉 施 設 ケアハウス 生 活 福 祉

保 健 施 設 医 療 施 設 老人ホーム 老人ホーム 老人ホーム
（特 養） セ ン タ ー

施 設 数 113カ所 53カ所 2カ所 12カ所 6カ所 34カ所 114カ所 2カ所

定 員 7,577名 4,962名 38名 825名 320名 1,163名 5,393名 30名

「介護保険課調べ」

指定介護サービス事業所の現況 (令和２年３月31日現在)

居 宅 サ ー ビ ス

福祉 福祉 居宅介護
区 分 訪問 訪問 訪問 通所 通所 短期 短期 特定 計

用具 用具 小計 支 援
介護 入浴 看護 介護 リハ 生活 療養 施設

貸与 販売
カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所

事 業 所 数 545 18 148 298 98 135 61 61 133 143 1,640 569 2,209

地域密着型サービス（市町村指定）

定 期 巡 回 認 知 症
区 分 地域密着型 小規模 グループ 小規模 複 合 型 地 域 密 着

随 時 対 応 対 応 計
通所介護 多機能 ホ ー ム 特 養 サービス 特 定 施 設

訪問介護看護 通所介護
カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所

事 業 所 数 21 210 41 43 140 9 4 1 469

「介護保険課調べ」

５ 介護人材の確保及び介護保険制度の着実な運営 18,006,978千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 介護保険制度の保険者である市町村の介護給付及び予防給付に対する負
介護給付費負担金 16,131,581

担金



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

低所得者介護保険料 千円 低所得者の介護保険料の負担軽減に対する負担金
237,968

軽 減 負 担 金 軽減対象者数 132,021名

高齢者の生活・介護等の実態調査を実施
高齢者の生活・介護

9,699 配付数 17,664件
等に関する県民調査

有効回収数 8,139件（有効回収率 46.1％）

４施設 大和郡山市 50名 千年希望の杜大和郡山 （㉚～②）

御所市 41名 聖ヨゼフホーム （㉚～②）

特 別 養 護 老 人 田原本町 50名 ぬくもり磯城 （㉙～①）
227,500

ホ ー ム 等 の 整 備 高取町 40名 たかとり （㉚～①）

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

特養入所定員（名） 7,229 7,487 7,577

小規模多機能型居宅介護事業所をはじめとした地域密着型サービス施設

等の整備に要する経費に対し補助

補助事業所数 14事業所

特別養護老人ホ－ムや地域密着型サービス施設等の円滑な開設のため、

地域密着型サービス 施設等の開設準備に要する経費に対し補助

施設等整備促進事業 855,243 補助事業所数 25事業所

[一部地域医療介護] 既存の特別養護老人ホームの多床室のプライバシ－保護のための改修に

要する経費に対し補助

改修床数 166床

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

地域密着型施設等整備数（事業所） 5 3 14

軽 費 老 人 ホ ー ム 軽費老人ホームの利用者から徴収すべき利用料のうち減免した額を助成
544,987

運 営 費 助 成 事 業 対象施設 23施設

６ 地域包括ケアシステムの構築 946,404千円

事 業 名 金 額 内 容

地域包括ケアモデル 千円 地域包括ケアシステム構築を促進するため、保健所と連携し、モデルプ

プロジェクト推進事業 205 ロジェクトを推進

[ 地 域 包 括 ケ ア ] 天理市における退院調整ルールの策定及び運用開始



地域ケア会議の機能充実に向けた取組を支援

地域ケア会議に助言者として参加する薬剤師や栄養士等の専門職の人

地 域 ケ ア 会 議 材養成等に要する経費に対し補助

充 実 支 援 事 業 補助先 奈良県薬剤師会、奈良県栄養士会、奈良県歯科衛生士会
1,807

[一部地域包括ケア] 市町村において、自立支援型地域ケア会議を効果的・効率的に開催で

[一部地域医療介護] きるよう県内市町村やリハビリ専門職団体と「自立支援型地域ケア会

議の運営に係るマニュアル」を作成

ワーキング会議の開催 開催日 令和元年７月30日、12月24日

市町村の地域マネジメント力向上を図るため、アドバイザーを招へいし、

伴走型支援及び全市町村向け研修会を実施
介護予防・日常生活

住民運営の通いの場の設置など、地域づくりによる介護予防の継続・拡
支援総合事業充実事業 1,152

大に取り組む市町村に対し、研修会・意見交換会等を実施
[一部地域包括ケア]

介護予防事業の効果検証のための研修会を開催

開催日 令和元年９月13日 参加者数 68名

生活支援・介護予防サービスの充実・強化及び地域の日常的な支え合い

活動の体制づくりの推進により、高齢者の社会参加を促進
生活支援コーディネー

生活支援コーディネーター養成及びフォローアップ研修の実施
ター活動充実事業 1,054

委託先 （福）奈良県社会福祉協議会
[一部地域包括ケア]

生活支援コーディネーターの活動充実に向けたトップセミナーの開催

開催日 令和元年10月29日 参加者数 138名

圏域を超えて入退院をする場合に、円滑な情報共有による退院調整が実

施されるよう広域調整を推進
退 院 調 整 ル ー ル

退院調整ルール広域調整会議の開催 １回
推 進 事 業 182

モデル市町村の取組状況の報告等により、他市町村の在宅医療・介護
[一部地域包括ケア]

連携が推進するよう研修会を開催

開催日 令和元年10月４日 参加者数 61名

市町村の地域支援事業に要する経費に対し、国の制度と連動し、交付金
地域支援事業交付金 932,391

を交付



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

千円 認知症の人と家族を支える地域づくりを推進

電話相談窓口の設置、介護者の交流会開催等

委託先 （公社）認知症の人と家族の会奈良県支部

認知症サポーター養成数 82名 キャラバンメイト養成数 135名

家族のための奈良認知症介護教室の開催 １コース６回
認知症介護人材養成

受講修了者数 14名
・支援体制強化事業

1,280 認知症対応ネットワーク会議の開催 １回
[一部地域包括ケア]

認知症初期集中支援チームや認知症地域支援推進員の活動が充実するよ
[一部地域医療介護]

うフォローアップ研修会を実施

開催日 令和２年２月12日 参加者数 35名

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

県が行った認知症サポーター及びキャラバ

ンメイトの養成数（名） 920 921 217

若年性認知症支援コーディネーターの配置により、若年性認知症の人と

若年性認知症サポート 家族への支援を推進

センター運営事業 4,454 若年性認知症サポートセンターの運営による相談支援等

[一部地域包括ケア] 委託先 （一社）ＳＰＳラボ若年認知症サポートセンターきずなや

若年性認知症自立支援ネットワーク会議の開催 １回

高齢者の権利擁護を推進するため、成年後見制度の利用を促進

高 齢 者 権 利 擁 護 専門員による相談支援や基盤整備等の取組を実施するとともに、複数
3,879

推 進 事 業 市町村による権利擁護センター（中核機関）の広域設置を支援

委託先 （福）奈良県社会福祉協議会

230 女 性 活 躍 推 進 費 272,997 246,529 地域で子どもを健やかに育てる［「令和元年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

(女 性 活 躍 推 進 課) 国 8,529 子どもの健やかな育ちへの支援及び少子化対策の推進 221,091千円

越 178
事 業 名 金 額 内 容

㊀ 237,822

前年度繰越分 前年度繰越分 千円 企業による市町村と連携した子育て世帯の訪問・見守りを支援

1,500 533 ならコープと連携し、子育て応援「つながる箱」プレゼント事業を実

当該年度分 当該年度分 施 配付世帯件数 2,361世帯（令和元年７月～令和２年６月）

271,497 245,996 市町村における子育て支援人材の資質向上に向けた支援

市町村子ども・子育て支援担当者研修会の開催

開催日 令和元年６月７日 参加者数 86名

市町村子ども・子育て支援従事者向け研修会の開催

安心子育て推進事業 2,385 開催日 令和元年10月28日 参加者数 39名

奈良県こども・子育て応援県民会議の運営 ２回

保育士養成課程を有する大学との連携による子育て講座を開催

公開講座 12講座 出張講座 ７講座

地域少子化対策重点推進交付金市町村補助

結婚応援の取組や、結婚、妊娠・出産、乳児期を中心とする子育てに

温かい社会づくり・気運醸成に取り組む市町村に対し補助

補助先 橿原市、五條市、明日香村、上牧町、川上村



子ども・子育て支援 「奈良県すべての子ども健やかはぐくみプラン」を策定
1,220

計 画 策 定 事 業 計画期間 令和２年度～令和６年度

利用者支援事業

子ども又は保護者の身近な場所で教育・保育施設等の利用の相談等を

実施する市町村に対し補助

補助先 奈良市外22市町村

地域子育て支援拠点事業

地域子ども・子育て 地域の子育て中の親子の交流や育児相談等を実施する市町村に対し補
216,953

支 援 事 業 助

補助先 奈良市外29市町村

ファミリー・サポート・センター事業

児童の預かり等の相互援助活動を実施するファミリー・サポート・セ

ンターを運営する市町村に対し補助

補助先 奈良市外11市村

企業や団体による若者世代向けの交流の機会等をつくる取組に対し補助
結婚応援推進事業 533

補助団体数 ２団体

女性活躍の推進［「令和元年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

男女共同参画及び女性活躍の推進 15,898千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 なら女性活躍推進倶楽部の会員企業等と連携し、女性が活躍できる環境

づくりを推進

女性の再就職応援ジャーナル「ＦＩＥＬＤ」を創刊

再就職を希望する女性と企業が交流できるイベント「女性のための再

就職応援フェスタｉｎイオンモール大和郡山」を開催

なら女性活躍推進 参加企業数 17社 参加者数 53名
4,451

倶 楽 部 事 業 大学生が奈良県内で就職し、活躍し続ける意識を培うためのイベント

「大学生のための就活準備フェア」を開催

参加企業数 22社 参加者数 32名

県内事業所で働く女性等を対象としたセミナーの実施

実施回数 ３回 受講者数 33名

会員企業による異業種交流会の開催 ２回 参加者数 55名

子育て女性就職相談窓口の運営

子 育 て 女 性 キャリアコンサルタントによる就職相談、子育て女性のニーズに合わ
8,647

就 職 支 援 事 業 せた求人情報、仕事と家庭の両立のための情報を提供

相談件数 812件



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

千円 起業を目指す女性のネットワークづくりを支援する交流会を開催
起 業 に よ る

455 実施回数 ２回 受講者数 68名
女性の活躍応援事業

起業や経営に役立つ情報を県ホームページで提供

地域に身近な男女共同 天川村、十津川村の計画策定を支援
200

参画計画策定支援事業 策定過程を取りまとめた計画策定マニュアルを作成、県内市町村へ提供

女性の社会参画に関する意識と実態についての県民調査を実施
女性の社会参画に

2,145 配付数 3,500件
関する意識調査事業

有効回答数 1,439件（有効回答率 41.1%）

230 子 育 て 支 援 対 策 費 9,620,963 9,230,670 【仕事と子育ての両立支援に関する参考指標】

(奈良っ子はぐくみ課) 国 738,973 (各年５月１日調査)

手 3,458 年 度 29年度 30年度 元年度

財 75 放課後児童クラブ登録児童数（奈良市含む） 14,584名 15,248名 16,056名

繰 26,305 「厚生労働省調べ」

越 6 (令和２年３月１日現在)

㊀ 8,461,853 区 分 施設数 利用定員 利用現員

前年度繰越分 前年度繰越分 認 可 保 育 所 （ 公 立 ） 62カ所 7,444名 6,550名

202 19 認 可 保 育 所 （ 私 立 ） 62カ所 8,032名 8,644名

当該年度分 当該年度分 幼保連携型認定こども園（公立） 15カ所 1,461名 1,361名

9,620,761 9,230,651 幼保連携型認定こども園（私立） 23カ所 3,409名 3,198名

翌年度へ繰越 合 計 162カ所 20,346名 19,753名

57,143 「福祉行政報告例（奈良市除く）」

地域で子どもを健やかに育てる［「令和元年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

１ 仕事と子育ての両立支援 4,840,603千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 保育所、幼保連携型認定こども園、病児保育の施設整備等に対し補助
保 育 所 等

補助先 奈良市、橿原市、三郷町
施 設 整 備 事 業 46,744

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度
[一部安心こども ]

補助保育所等数（カ所） 7 2 4



保育士人材バンクを運営し、潜在保育士の就職を支援
保育士人材バンク

13,835 成 果 指 標 29年度 30年度 元年度
運 営 事 業

保育士人材バンク就職決定数（名） 83 60 79

民間保育所を利用する乳幼児の保育に係る経費を負担

負担先 奈良市外27市町村

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

認 定 こ ど も 園
民間保育所月初日平均利用児童数（名） 11,562 11,500 10,849

施 設 型 給 付 費 等 3,412,546 民間認定こども園を利用する乳幼児の教育・保育に係る経費を負担

負 担 金 ・ 補 助 金 負担先 奈良市外26市町村

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

民間認定こども園月初日平均利用児童数

（保育認定子どものみ）（名） 3,068 3,901 4,517

認可外保育施設等で実施する幼児教育の無償化にかかる負担金

負担先 奈良市外22市町村
幼児教育無償化事業 244,117

幼児教育無償化に伴い必要となる市町村のシステム改修等に対し補助

補助先 奈良市外29市町村

障害児をより多く受け入れ、手厚いケアを実施する保育所に対し補助

補助先 大和高田市外16市町

保育を行う上で特に配慮が必要と認められる児童が多数入所している保

育所に対し、入所児童の処遇向上のために保育士を加配する経費を補助
要 支 援 児 保 育

147,353 補助先 大和高田市外11市町
促 進 事 業 費 補 助

家庭支援推進保育に関する研修の実施に必要な経費を補助

補助先 奈良県人権保育研究会

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

障害児保育質向上事業実施施設数（カ所） 66 63 65

家庭において一時的に保育を受けることが困難になった乳幼児の一時預

かりを実施する市町村に対し補助

補助先 奈良市外28市町村

11時間の開設時間を超えた保育を行う民間保育所に対し補助

地域子ども・子育て 補助先 奈良市外22市町村
237,113

支 援 事 業 病児・病後児・体調不良児に対する一時預かりや緊急対応を実施する保

育所等に対し補助

補助先 奈良市外15市町

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

病児・病後児保育事業実施施設数（カ所） 38 40 44



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

千円 放課後児童クラブ運営費補助

補助先 奈良市外32市町村 補助対象箇所数 361カ所
放 課 後 児 童 健 全

675,253 成 果 指 標 29年度 30年度 元年度
育 成 事 業 費 補 助

放課後児童クラブ数（奈良市含む）

（カ所） 320 343 361

放課後児童クラブ施設整備補助

放 課後児童クラブ 補助先 奈良市、大和郡山市、天理市、桜井市、御所市、斑鳩町、
63,642

施 設 整 備 費 補 助 広陵町

補助対象箇所数 21カ所

２ 少子化対策の推進

事 業 名 金 額 内 容

千円 児童手当

対 象 中学校修了までの児童を養育している父母等

児童手当 平成31年２月～令和２年１月分

手当月額 児童１人当たり

３歳未満 15,000円
児 童 手 当 の 給 付 2,928,969

３歳以上小学校修了前 第１・２子 10,000円

第３子以降 15,000円

中学生 10,000円

ただし、所得が所得制限限度額以上

の場合は、特例給付として月額一律 5,000円

３ 母子家庭等に対する助成及び自立支援

事 業 名 金 額 内 容

千円 母子家庭等に対する手当の支給

手当月額 全部支給 42,910円

一部支給 42,900円～10,120円

児童扶養手当の給付 1,354,455 ２人目加算 10,140円～ 5,070円

３人目以降加算 6,080円～ 3,040円

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

受給者数（名） 2,081 2,179 2,011



232 児 童 保 護 費 2,168,492 2,104,487 【児童虐待対策に関する参考指標】
(各年３月31日現在)

(こ ど も 家 庭 課) 国 932,865
年 度 29年度 30年度 元年度

負 4,997
児童虐待相談件数（県こども家庭相談センター受付分） 1,481件 1,825件 1,832件

㊀ 1,166,625
「福祉行政報告例」

【要保護児童に関する参考指標】
(令和２年３月１日現在)

区 分 施 設 数 入所定員 入所現員

児 童 養 護 施 設 6カ所 306名 263名

乳 児 院 2カ所 50名 29名

母 子 生 活 支 援 施 設 3カ所 65世帯 60世帯

「福祉行政報告例」及び「こども家庭課調べ」

４ 児童虐待対策 51,233千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 児童虐待対応365日24時間体制整備

被虐待児童のカウンセリング、一時保護児童の歯科指導
こども家庭相談センター

8,158 一時保護児童の入院における安全確保
機 能 強 化 事 業

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

児童虐待相談件数（件） 1,481 1,825 1,832

児童虐待防止ネットワークの充実

奈良県要保護児童対策地域協議会の開催 ３回

総合的な見守り体制の強化
市町村児童虐待対応力

541 スーパーアドバイスチーム派遣等 ９回
・体制強化支援事業

関係機関の児童虐待対応力向上

子育て支援関係機関へのペアレント・プログラムの普及等

市町村子ども家庭総合支援拠点の新設 ３市町

奈良県子どもを虐待から守る審議会の開催 ３回

児童虐待防止推進事業 2,693 児童虐待通報、未然防止に関する啓発

イベント会場等における広報啓発等 56カ所



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

千円 望まない妊娠相談対応力向上研修を実施 ２回

妊産婦・子育て世代 成 果 指 標 29年度 30年度 元年度
336

包 括 支 援 事 業 望まない妊娠相談対応力向上研修延べ参加

者数（名） 64 86 90

児童の自立支援のため、就業相談や生活相談等の各種相談支援、自助グ

被 虐 待 児 童 支 ループの育成支援を実施
6,500

援 等 対 策 事 業 児童養護施設等に措置される被虐待児の増加に対応するため、施設職員

の処遇対応力向上研修を実施 ４回 延べ参加者数 190名

里親支援機関を指定し、里親制度の普及啓発、里親の養育能力向上のた

めの研修、里親への訪問指導支援等を実施
里 親 支 援 事 業 8,900

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

里親制度説明会参加者（名） － 74 200

社会的養護の必要な子どもが自らの生いたちを整理するために有効な手

ライフストーリー 法とされる「ライフストーリーワーク」の研修、事例検討等を実施
617

ワ ー ク 推 進 事 業 成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

こどもの自立支援への活用度（５点満点） － 4.2 4.2

児童福祉法の改正により必要となった国が定める義務研修の受講

児童福祉司スーパーバイザー研修修了者 １名

児童福祉司及び市町村職員に対し国が定める義務研修を実施
子ども家庭福祉人材

912 児童福祉司任用後研修修了者 ５名
専 門 性 強 化 事 業

市町村要保護児童対策地域協議会調整機関専門職研修修了者 36名

児童相談所職員の児童福祉司任用資格取得のための研修受講

児童福祉司任用資格取得のための研修修了者 １名

地域に密着した子育て相談支援体制の充実

児童家庭支援センター 児童家庭支援センターあすか、児童家庭支援センターてんり
21,957

運 営 事 業 成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

相談件数（件） 835 924 859

障害児や医療的ケア児等特別な支援を要する子どもを対象とした特別養

養 子 縁 組 民 間 子縁組のあっせん及び成立前・成立後の支援を実施

619
あっせん機関支援事業 成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

特別養子縁組成立件数（件） － － 1



５ 要保護児童への対応 1,951,376千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 児童養護施設等に入所措置した要保護児童等の保護にかかる経費

児 童 養 護 施 設 等 成 果 指 標 29年度 30年度 元年度
1,926,633

児 童 保 護 措 置 費 児童養護施設等月初日平均入所児童数

（名） 353 348 356

奈良市立小中学校分教室を設置している精華学院の教室に空調設備を設
精 華 学 院

22,043 置
空 調 整 備 事 業

設置室数 ９室

児 童養護施設等の 安全性に問題があるブロック塀の撤去等を実施する児童養護施設に対し

ブ ロ ッ ク 塀 等 2,700 補助

安 全 対 策 事 業 補助先 飛鳥学院

232 家 庭 福 祉 対 策 費 181,420 157,835 ６ 子どもの居場所づくり 1,969千円

(こ ど も 家 庭 課) 国 57,107
事 業 名 金 額 内 容

越 26,002

諸 4,832 こ ど も 食 堂 開 設 千円 「こども食堂」の開設・運営に要する経費に対し補助
1,832

㊀ 69,894 ・ 運 営 支 援 事 業 補助先 北山モーニングを支える会外15団体

前年度繰越分 前年度繰越分

78,005 66,134 子ども達に奈良の食文化に親しむ機会を提供するため、「こども食堂」
奈良らしい「こど

当該年度分 当該年度分 137 が奈良県産の食材を購入する経費に対し補助
も食堂」推進事業

103,415 91,701 補助先 あさひ子ども食堂外３団体

女性活躍の推進［「令和元年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

母子家庭等に対する助成及び自立支援 88,042千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 奈良県スマイルセンターにおいて、ひとり親支援に関するワンストップ

機能を強化し、就業及び自立支援を実施

保育従事者等ガイダンス講座の開催 １回 参加者数 14名
ひ と り 親 家 庭 の

1,192 就労等セミナー開催時の託児ルームの設置 25回 託児人数 ４名
子 育 て 支 援 事 業

法律相談及び面会交流相談の実施

法律相談（月１回） 相談延べ件数 83件

面会交流相談（月２回） 相談延べ件数 93件



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

千円 ひとり親家庭の子どもを対象に学習支援や心のケアの取組を実施する市
子 ど も の 生 活 ・

1,547 に対し補助
学 習 支 援 事 業

補助先 大和郡山市、生駒市

「ひとり親家庭サ 「ひとり親家庭サポート活動」にかかる取組に対し補助
1,880

ポート活動」支援事業 補助先 奈良県母子福祉連合会

母子生活支援施設整備 老朽化が著しく耐震化の必要な母子生活支援施設の建替整備に対し補助
80,418

補 助 事 業 補助先 ライフイン・郡山

子どもとその家族の生活状況、格差等の実態調査を実施
子どもの生活に関する

3,005 配付数 5,997件
実 態 調 査 事 業

有効回収数 1,391件（有効回収率 23.2％）

財政マネジメント［「令和元年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

事 業 名 金 額 内 容

千円 回収困難な母子父子寡婦福祉資金等返還未収金の回収を民間債権回収業
民間債権回収業者等

905 者に委託
への未収金回収委託

回収未収金額 3,779千円

234 女 性 セ ン タ ー 費 99,699 85,401 女性活躍の推進［「令和元年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

(女 性 活 躍 推 進 課) 国 3,364 １ 性暴力被害者支援の充実

使 2,738
事 業 名 金 額 内 容

諸 322

㊀ 78,977 千円 性暴力被害者の心身の負担軽減とその早期回復を図るため、「性暴力被

性暴力被害者支援事業 6,845 害者サポートセンター（ＮＡＲＡハート）」を運営

相談件数（延べ件数） 199件

236 こ ど も 家 庭 600,023 548,115 ２ 女性相談保護対策等の充実 37,869千円

相 談 セ ン タ ー 費 国 94,399
事 業 名 金 額 内 容

(こ ど も 家 庭 課) ㊀ 453,716
千円 ＤＶ等による女性の一時保護及び生活指導

女性相談対策事業 37,415 成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

ＤＶによる一時保護件数（件） 33 40 65



市町村等の相談窓口強化のための相談員研修を実施 １回

参加者数 41名

Ｄ Ｖ 相 談 支 援 ・
成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

454
予 防 啓 発 事 業

ＤＶ相談件数（件） 905 912 690

高校生等を対象にＤＶ被害を未然に防止するための出前講座を実施

実施校数 ６校 参加者数 1,546名


